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経 済論叢 〔京都大学)第161巻 第3号,19躯 咋・3月

組織帰属意識の国際比較研究の

問題点 とその課題(1)
一 自他分節からみた組織帰属意識と文化的差異一

太 源 有
」

夏 は じ め に

日本において従業員の帰属意識調査はかなり行われていたが,組 織に対する

帰属意識の国際比較調査は比較的少ない。帰属意識をうまく測定する方法が開

発されていなかったという理由に毛よるが,社 会的環境や個人の行動様式が異

なる国々において,従 業員の忠誠心や帰属意識を測定比較することがでぎるか

とい う懐疑もあったと思われる。実際,帰 属意識の概念も研究者によって異な

り,そ れによって測定方法もまちまちで,そ れらの結果を単純に比較 し,検 討

することには問題があると思われる。

この論文では,日 本における組織帰属意識の国際比較研究を疵観 しその問題

点や課題を指摘する。さらに現象学的社会学に由来する概念である自他分節を

用いて,文 化による帰属意識の差異の分析を試みる。

11組 織帰属意識の国際比較調査

1.第1期=従 業員の意識 と一体 感調査

帰 属 意 識 の 国 際 比 較 調査 は2期 に分 け て考 え る必 要 が あ る と思 われ る。 第1

期 は,ま だ 帰 属 意 識 に 対 す る概 念 定 義 や測 定 方 法 が.十分 に議 論 さ れ て い なか っ

た 時 期 に 行 わ れ た 比 較 調 査 で あ る(表1)。 そ の 中 で も一 番 最 初 の 調 査 が

Whitehill&Takezawa[1968]の 調 査 で,企 業 との 一一体 感 や コ ミ ッ トメ ン ト
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衰1組 織帰 属意識 の国際比較(第1期)

研 究 者 調査年度 調査対象国 測定項目や方法 結 果

Whitehi皿& 196〔} 日本,米 国i 企業 との一体感, 日本のほ うが 高い

Takazawa[19681 コ ミ ッ ト.メ.ン ト

間[19741 1967-1969 日本,イ ギ リス 好ましい会社タイプ 日本のほ うが 高い

会社行事へ の参加

余剰人員対策

R,Cole[1979] 1970-1971 日本1米 国 Workコ ミ ッ ト メ 米国のほ うが やや

.ン ト(三 つ の項 目) 高い

Takazawa& 1976 日本,米 国 企 業 との一体感, 日本のほ うが高い

Whitehall[1981】 コ ミ ッ トメ ン ト

な ど.,従 業 員 の 意 識 に対 す る 日米 比 較 で あ った 。 企 業 との 一体 感 測 定 は ユ項 目

で,「 あ なた は 自分 の 会社 の こ と を ど う思 っ て い ます か」 とい う よ うな 設 問 に

対 し,企 業 とい う もの が どの 程度 私 生 活 とオ ーバ ー ラ ップ して い るか とい う回.

答 を用 意 した も ので,日 本 で は 会 社 が私 生 活 と同一,あ るい は生活 の一 部 で あ

る とい う意 識 が 強 い とい う結 果 が 見 られ た。 コ ミ ッ トメ ン トの 測 定 も同様 に,

「あ な た の企 業 が 苦 しん で 好 転 の 兆 しが見 え な い時,も っ と先 が 明 るい企 業 に

移 りま すか 上 と い う設 問 一 項 目で あ った6結 果 は,日 本.人は約3%が 移 る とい

う答 え を 出 した の に対 して,ア メ リ カ人 は23%で あ り,日 本 人 よ りは るか に 高

か った 。 これ ら の結 果 か ら,日 本 人 の 労働 者 は アメ リカ人 の労 働 者 とは か なb

違 う意識 を持 っ て い る と結 論 づ け られ て い る。 この調 査 は16年 の 隔 た りを お い

て1976年 に 再度 調 査 が 行 わ れ た が,結 果 に大 きな変 化 は見 られ なか った 。 この

調 査 に つ い て は 第4節 で よ り詳 し く紹 介 す る。

問[1974]に よ る 日本 とイ ギ リ スの 比 較 で は,好 ま しい会 社 の タイ プや 会社

行 事 へ の 参 加状 況,そ して余 剰 人 員 対 策 につ い て の 意識 調 査 が な され た 。 間氏

は,集 団 所 属 の 目的 が あ る特 定 の達 成 にあ る場 合 と,そ の集 団へ の参 加,つ ま

り所 属 それ 自体 にあ る場 合 に よ って,集 団 を ア ソ シエ ー シ ョン(ass⑪ciation)

とコ ミュニ テ ィ(c・m皿unity)の 二 つ に分 け,.日 本 の企 業 は形 式 と して は ア ソ

シエ ー シ ョンで あ る が,イ ギ リス と異 な りそ こ に所 属 して い る従 業 員 の意 識 は

・調

、
. 聚

.
hl

、

鋼

凋
.

.-



組織帰属意識の国際比較研究の問題点とその課題(1>(341)81.

コ ミ ュニテ ィ性 が 高 い とい う仮説 の も とに調 査 を行 った 。 調 査 の 結 果 ,日 本 人

は好 ま しい 会 社 の タイ プ と して 高 い賃 金 よ り人 間尊 重 型 を,余 剰 人 員対 策 と し

て 人 員 整 理 よ り賃 金 カ ッ トを そ れ ぞれ イ ギ リ.ス人 よ り好 み,会 社 行事 へ の 参加

も.日本 の ほ うが は る か に 高 い とい う結 果 が 出た 。 結 果 と して,日 本 の労 働 者 が

イ ギ リスの 労働 者 よ り仲 間意 識 と組 織 帰 属 が 高 い とい う,一 般 の 通説 が裏 づ け

られ た と言 え る。

Cole[1979]は コ ミ ッ トメ ン トに対 す る比 較 的大 規 模 な調 査 を,横 浜 とデ ト
σ

ロ イ トの 労 働 者 に対 して行 っ た。 これ は上 述 の 調査 と異 な り,コ ミッ トの対 象

が 組 織 で は な く,仕 事 に対 す る コ ミ ッ トメ ン トの 調 査 で あ った 。 「経 営 者 や 監

督 者 の 要 求 以上 に働 く程 度 」,「自分 の 時 間 を忘 れ て 仕事 に打 ち込 む頻 度 」,「仕

事 の こ とを 考 え る 頻 度」 か ら な る三 つ の設 問 に対 す る回 答 で は,日 本 人労 働 者

.よ りア メ リカ の 労 働 者 の ほ うが や や 高 い結 果 が 出 た がColeは,① 測 定 工

.ラー,② 日本 人 の感情 表現 の違 い,③ 労 働 者 の 行 動 に対 す る測 定 で は な い こ

と,④WhitehallとTakezawaの 比 較 結 果,と い う四 つ の 理 由 を 挙 げ て 日本

とア メ リカ労 働 者 の コ ミ ヅ トメ ン トの 差 は あ ま りな い と結 論 づ け てい る。

以上 か ら 見 る と,第1期 の 比 較 調 査 は 帰 属 意識 の概 念 が確 立 され ない ま ま行

わ れ,そ の 比 較 の 内容 も企 業 に対 す る従 業 員 の 意 識 や 一 体 感,そ して 職 務 コ

ミッ トメ ン トな ど研 究 者 に よ って 異 な って い る。 しか し,当 時 盛 ん に言 わ れ て

い た 「日本 的経 営 の成 功 」 の 要 件 を確 認 す る意 図 を持 ち,低 い欠 勤 率 や 高 い 忠

誠 心 を誇 る 日本 人の 高 い 帰 属 意識 を他 国 との比 較 実 証 デ ー タで と らえ た 点 にお

い て は,こ の時 期 の研 究 には 大 きな 意 味 が あ った と考 え られ る。

2.第2期:組 織 コミッ トメン ト理論 と尺度 の導入

第2期 の 国際 比 較 は,米 国 の 組織 論 に お け る組 織 コ ミ ッ トメ ン ト理 論 を 日本.

に適 用 した1980年 代 か ら始 ま る 。 花 田[1980]は,.Porteretal.[1974]の 組

織 コ ミ ッ トメ ン ト理 論 や 尺 度 を紹 介 して,日 本 で の利 用 の信 頼 性 ・妥 当性 の検

証 を行 っ た 。Porterら は 組織 コ ミ ッ トメ ン トを,① 組 織 目標 と規 範 を 自己 の
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表2組 織帰属意識の国際比較(第2期)

研 究 者 調査年度 調査対象国 測定項目や方法 結 果

花田 ・宮後 ・神 田 1978-1980 日本,タ イ,イ Porterの 尺度 を使用 日本 のほうがやや

岩 田[1981] ン ドネ シ ア,シ 低 い

ンガ ポー ル

Lincoln& .1980-1983 日本,米 国 Porterの15項 目 中 米 国のほうがやや
K・ll・b・・g[1990] 6項 目を使 用 高 い

Luthans[1985] 日本,米 国,韓 Porterの15項 目 を 米 国が..番 高 く,

国 使用 次が韓 国,日 本

若林 ・城戸[19綱 1987-19呂8 [i本,米 国 Porterの 尺度(Van 米国のほうが高い
1

Mannenの 調 査 結

果利 用1975)

渡辺[1989] 1984-1985 日本,米 国 会社 との一体感 米 国のほうが高い
9

石 川[1990] 西 ドイ ツ,香 港, 尾高邦雄の測定方 日本の帰属意識 の

ハ ンガ リー,イ 法 を 参 照(デ ー タ; 高さは第5番 目

タ リ ア,ス ウ ェ ー

デ ン,イ ギIJス,

電機 労 連 「10力国

電機労働者の意識

調査」)
ユ ー ゴ ス ラ ビ

ア,ポ ー ラ ン ド,

日本

価 値 意 識 と して受 け入 れ る強 い 欲 求,② 組 織 の た め に 主体 的 に働 く強 い意 欲

③ 組 織 に と ど.まる強 い 願 望 の3要 因か らな る と し,そ の 測 定 尺 度 と して15項

目の リ ッカ ー ド尺 度 を 開発 した 。 これ らの 項 目の尺 度 と して の妥 当性 ・信頼 性

は 米 国 で は た しか め られ て い たが(Stone&Porter,1975;Dubinetal.,1975;

Steers,1977),花 田 は そ の 尺度 を 日本 の調 査 に使 用 し,そ の信 頼性 ・妥 当性 調

査 を行 って,日 本 で の可 能 性 を示 した%

.

ヨ

澗
遡
『

'

1)組 織 コ ミットメン トスケー ルの信頼性は次のよ うな方法で示 された、 まず 日本人 を対象に した

15項 目の質問 に対す る回答結果をバ リマ ックス回転 を用 いて因子分析 を行 った。 この結果か ら,

第1因 子 の説 明景が圧倒的 に大 ぎく,ま た各質問項Uの 第1因 子 に関す る因子負荷量 も安定 して

いる ことを分析結 果 として証明 し,Port,ス ケールの 日本へ の適用 可能 性 を示 した。 しか し,

組織 コ ミフ トメン トと日本人の組織帰属意識の概念 的同一性 につ いて はい くつかの問題点が認識

され.こ れか らの課題 として浮かび上が った。



組織帰属意識の国際比較研究の問題点とその課題 〔1).(343)83

PorterCD尺 度 を利 用 した 最 初 の 国 際 比 較 は 花 田 ら[198ユ]に よ っ て 行 わ れ

た6こ れ は 日本 企 業 と海外 の 日系企 業 の従 業 員 意 識 の 国際 比 較 で,日 本 と タイ,

イ ン ドネ シ ア,シ ン ガポ ー ル が そ の対 象 で あ った 。 帰 属 意 識 の平 均 値 は タイが

一 番 高 く
,日 本 は 第 一 次調 査 で は最 も低 く,第 二 次 の 結 果 で も シ ン ガポ ー ル と

同等 の低 い 結 果 が 出 た 。 ま た職 務 満 足 に おい て も日本 人 労働 者 は他 の 三つ の国

の労 働 者 よ り低 い とい う結 果が 出 た。 花 田 ら は これ らの 調査 結 果 に対 し,平 均

値 の絶 対 比 較 に よ って,帰 属 意 識 の高 低 を論 じるべ きで は な い と主張 してい る。
. 6

この 調査 の 対 象 は 日.本の企 業 と海外 の 日系 企 業 な の で,帰 属 意 識 の 国際 比 較 と

して は限 界 が あ る と考 え る こ と も可 能 で はあ る。 しか し,一 般 の通 説 と異 な っ

て,日 本 人 労働 者 の企 業 帰 属 意 識 が ほか の 国 に比 べ 低 い とい う結 果 は,日 本 的

経 営 成 立 の基 盤 を揺 るが され た とい う意 味 で シ ョ ッキ ング な もので あ った こ と

は間 違 い な い で あ ろ う。

LuthansetaL[1985]はPorterら の尺 度 を使 って ,ア メ リカ,日 本,韓 国

の 従 業 員 の 組 織 コ ミッ トメ ン トを 比 較 して い る。 こ の 調 査 の対 象 は製 造 業 や

.サ ー ビ ス 業,そ して 政 府 機 関 の 従 業 員 を も含 む 。 有 効 回 答 数 は ア メ リ カ が

1,181人,.日 本 が ユ76人,韓 国が302人 で,そ の うち 従 業 員 数1千 人以 上 の 大企

業 の割 合 は 日本 の場 合34%で あ る。 この調 査 で は,日 本 の従 業 員 の 組 織 コ ミ ッ

トメ ン トの平 均 値(321)は ア メ リ カの従 業 員 の組 織 コ ミ ッ トメ ン トの 平 均値

(3.61)よ りか な り低 く,韓 国 の 従 業 員 の平 均 値(3,29)よ りも低 く現 れ た。

この よ うな結 果 は,組 織 コ ミ ッ トメ ン トで は 日本 人 従 業 員 の 比 較 的 高 い忠 誠心

と低 い離 職 率 を説 明 で きな い こ とを示 したD特 に終 身 雇 用 や 年功 序列 で説 明 さ

れ る 日 本 的 経 営 は,ホ ワ イ ト カ ラー や 大 企 業 の 従 業 員 だ け に 当 て は ま る.

(Ballon,1969)と い う見 解 も,こ の 調査 に 大企 業 の 従 業 員 が か な り含 まれ てい

る こ と を考 えて み れ ば,組 織 コ ミ ッ トメ ン トを 用 い て 日本 人 全体 の生 産性 や 低

.い 離 職 率 をす る こ とに対 して疑 問 を提 示 して い る と考 え られ る 。

Lincoln&Kalleberg[1990]は,1981年 か ら1983年 に か け て米 国 イ ン デ ィア

ナポ リス の労 働 者4,567人 と 日本 の厚 木 地域 の労 働 者3、735人 を対 象 に,組 織 と

塞
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従業員の態度に関する大規模な日米比較調査 を行 った。 これは電気 化学,金

属,食 品,機 械,交 通,印 刷などの諸業種96社 に及ぶ大規模な調査であった。

この調査では,組 織 コミットメントの調査尺度の信頼性を上げるために.帰属意

識と直接関係ない社会心理的な項目を排除 した り,.構造的な差異を表す項目を

除外 して,Poterら の尺度の15項 目中6項 目を修正 し採択 した。また,ア メリ

カ人の過大自己表現 と日本人の縮小自己表現のバイアス混入を防 ぐために,ア

メ.リカは5点 尺度,日 本は7点 尺度を使 っている6.調査結果は花田ら[1981ユ

.の調査結果と似通 っており,日 本人労働者よりアメリカの労働者の方が組織帰

属意識が高いという結果が出た。彼らはこの結果に対 して,日 本人の感情表出

の特異性や日本の低い失業率 と職務選択意識の希薄さ,そ して生活満足感の低

さを考える必要性があるとしている。

渡辺[1989]は,ア メリカに進出している日系自動車企業の日本人 トレー

ナーと米国人 トレ一二ーに関して,異 文化問職務訓練にともなう諸問題を心理

学的な観点から実証 している。その中で会社 と自分 との距離,会 社規範の受け

入れなどの程度を尋ねる比較調香 をした結果,日 本人よりアメリカ人の方が会

社との一体感が高いことが分かった。このような結果を得た理由とし.て,渡辺

は,① もともと肯定的な職務態度を持つアメリカ人が選抜されている,② 入

社当初の職務訓練の期間中であるため,ア メ.リカ人はまだリアリティ・ショッ

クを経験 していない,③ アメリカ人にとって,.訓 練の参加は仕事を覚えるた

めの必須条件であるのに対 して,日 本人にとっては,訓 練の仕事は必ず しも本

来の仕事ではない,④ 英語版と日本語版の尺度が共通の構成概念を測定して

いない,と いう4点 を挙げている。これらの問題点を解決するためには,研 究

の公平性 を考えて,ア メリカ企業で働いている同 じ立場の労働者の比較 も必要

である。しか し,こ の調査 は企業理念や経営方針が同 じ企業で働いている日

本人労働.者とアメリカ人労働者の比較であ り,異 なる理念や経営方針を持つ

企業や異なる産業において行われた比較よりも,そ の信頼性は高い と考えられ

る。

.
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石 川[1990]は 尾 高[1965]が 開 発 した尺 度2♪を使 い,従 業 員 の企 業 帰 属 意

識 の程 度 とそ の 特 徴 の 国 際 比 較 を 行 っ た。 調 査 対 象 国 は 東 欧3力 国(ハ ンガ

リー,ポ ー ラ ン ド,ユ ー ゴ ス ラ ビア),日 本 の 他 に西 欧 ・北 欧4力 国(西 ドイ

ツ,イ タ リ ア,ス ウェ ー デ ン,イ ギ リス)及 び香 港 の 計10力 国 で あ っ た。 調査

結 果 は ハ ン別 一 と神 エ 」 デ ゆ 帰 属 鰍 が 高 く旧 本 の帰 属 鰍 の高 さ は

第5位 で あ っ た。 しか し,企 業 と組 合 に対 す る二 重帰 属 意 識 の相 関 性 は 日本 が

も っ と も高か っ たq

以 上 か ら第2期 の 国際 比 較 の特 徴 と して,① ほ とん どの 研 究 が 米 国組 織 行

.動 輪 に お い て.発達 した 組 織 コ ミ.ットメ ン ト理 論 を導 入 し,そ の 測 定方 法 を利 用

した こ と,② 仕 事 に満 足 し,会 社 に 対 し強 い忠 誠 心 を 持 つ 勤 勉 な労 働 者,と

い う 日本 の労 働 者 に対 す る.ステ レオ タイ プ.・イ メ ー ジ と,現 実 の 日本 人 労 働 者

の会 社 に対 す る意 識 とで は格 差 が あ る こ とが 調査 結 果 か ら明 らか に な った こ と,

ま た③ 比 較 対 象 国が 第1期 で は ア メ リ カ 中心 で あ っ たが,第2期 で は 東 南 ア

ジ ア と東 欧 諸 国や 西 欧諸 国 まで 広 が って い る こ と,が 挙 げ られ る。

1皿 日本め組織コミッ トメントの相対的低 さに対する考察

主 に 第2期 に行 わ れ た 組 織 コ ミ ッ トメ ン トの 国際 比 較 研 究 で は,日 本 入 従 業

員 の忠 誠 心 や 帰 属 意 識 が 一般 の通 説 と異 な っ て あ ま り高 くな い しあ る い は 相対

的 に 低 い とい う結 果 が 得 られ た た め,日 本 的 経 営 の 基 盤 に疑 問 が 生.じた。 若

林 ・城 戸[1986]は,日 本 人 労 働 者 の 組織 コ ミ ッ トメ ン トが 低 い理 由 を,①

日本 の労 働 者 は客 観 的 労 働 条件 に お い て 先 進 国 に比 べ て劣 って い る,② 日本

の労 働 者 は仕 事 に対 し て よ り高 い期 待 を も って い る,③ 日本 と外 国 との 間 に.

2)尾 高は帰属意識を会社 と組合との二重帰属意識.という観点から取 り上げた。彼は測定尺度とし

て会社と組合に対する6組 の設問を開発し,1952年 掛ら数回にわたって継続的な調査を行った。

この調査か ら,彼 は企業と組合は対立するものではなく,重層的に捉えられていることを明らか

にし,そ の現実主義的態度に日本の企業発展の要因を読みとっている.ま た,こ の調.査結果はい
わゆる観念左翼的な階級対立意識への実証的批判となったことも事実である。しかし.尾 高の.研

究はその帰属意識の定義とその測定尺度が整.合しておらず,こ の調.査で測定されたのは相対的満

足度にすぎないという指摘がある(花 田[1980])。 これ以後,石 川[1990]が 参照した以外この

尺度は採用されていない。
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おいて感情表出の文化格差が存在す る.④ 社会生活全体 としての満足 ・不満.

足感が職場にまで流出 している,⑤ 高いス トレスが存在する,と い う5つ の

原因を示 している。ここでは日本人の帰属意識は高 くないという結果を認めて

おり,あ まり議論されていなか った日本的経営の問題点を指摘 している。つま

り」.アベグレン等の欧米の日本研究者によって作 り出された 「仕事に満足し,

会社に対 し強い忠誠心をもつ勤勉な労働者」 とい う日本人従業員のステレオタ

イプ ・イメージが実際の日本人従業員 とは合致 しないということを,職 務満足

や組織コミットメン トデ一夕の比較結果から読み とったと言える。また彼 らは,

この結果から,家 族主義的経営や仕事中心の生き方で高い品質や高い生産をも

たらすという日本的経営の特徴は,会 社や仕事に高い満足感や忠誠心をもつ従

業員によってではなく,仕 事 に十分な満足感 もな く,ス トレ.スが高い"働 き

蜂"に よって支えられているのでばないかという疑問も呈示 している。

しかし,第2期 に行われた組織コ ミットメントの国際比較の結果をそのまま

受けいれるには,い くつかの検証が必要である。国際比較研究に共通に見 られ

る課題として,研 究の対象 となる人の価値,態 度などがいかに正確かつ的確に

測定されているかについて議論する必要がある。

1.組 織 コ ミ ッ トメ ン ト理 論 の 検 証 の 不 足

ア メ リ カ で は,組 織 コ ミ.ッ トメ ン ト理 論 は,従 業 員 の 生 産 性 や 離 職 率 が 既 存

の 欲 求 満 足 や モ テ ィ ベ ー シ ョ ン理 論 で は う ま く.説明 で き な い こ と を 認 知 した 結

果 現 れ た(Porter,Steers,Mowday,&Boulian1974,Mowday,Porter,&

Dubin1974,Steers1977)。 特 に1970年 代 に 登 場 し たSteersの 組 織 コ ミ ッ トメ

ン トモ デ ル や,P。rterら の 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト測 定 項 目 は 組 織 コ ミ ッ ト.メ ン

トの 理 論 的 枠 組 み と そ れ に 基 づ く実 証 研 究 の 発 展 を 加 速 さ せ た 。 コ ミ ッ トメ ン

トが 高 い 労 働 者 は,そ れ の 低 い 労 働 者 に 比 べ て 転 職 率 や 欠 勤 率 が 低 い こ とが か

な り.の研 究 で 実 証 さ れ て い る し(Angle&Merry1981,Koch&Steers1978,

Larson&Fukami1984,Mowday,Steers,&Porter1979,Steers1977),高 い パ

.
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フ ォー マ ンス と も.正の相 関関 係 が あ る こ とが 示 され て い る(Lafson&Fukami

1984,VanMaanen1975)。

一方
,日 本 に おい て も組織 コ ミ ッ トメ ン ト理 論 は,既 に記述 した よ う.に1980

年 代 花 田 ら に よ って 導 入 され て,組 織 帰 属 意 識 理 論 と して 発 展 を とげ た 。 日本

的経 営 の特 徴 の 一 つ で あ る,日 本 人 従 業 員 の組織 に対 す る忠 誠 心 の 高 さ や転 職

率 の低 さ に関 す る理論 的根 拠 や 科 学 的証 明 に悩 ん で い た 日本 の 学 者達 の 問で,

米 国 の組 織 コ ミ ッ.トメ ン トは い ち早 く普 及 した 。 しか し,日 本 に お け る組 織 帰
`

属 意 識研 究 は,組 織 コ ミ ッ トメ ン トのモ デ ルの 検 証 よ り組 織帰 属 そ れ 自体 に 関

.心 が 向 け られ た(太 ・高 尾,1997)..。 帰 属 意 識 の次 元 や そ の程 度 の差 に対 す る

研 究 はあ るが,組 織 コ ミ ッ トメ ン トの 結 果 変 数 で あ る離 職 率や 欠勤 率 と の 関係

に対 す る研 究 は ほ とん どな い。 つ ま り,ア メ リカで 離 職率 や 欠勤 率 の説 明変 数

と して発 達 した組 織 コ ミ ッ トメ ン トが,日 本 で も同 じ現 象 を説 明で き るか ど う

か につ い て は ま だ実 証 が ない た め,断 定 で きな い状 況 で あ る。

=

一

り

2.組 織帰 属意識 の現象の違 い

欧 米 の行 動 科 学 理 論 を基 礎 づ けて い るの は,欧 米 の 文化 に 由来 す る個 人 主 義

で あ る。 そ の た め,欧 米 と文 化 や 価 値 が 異 な る地域 に住 んで い る人 々の 行 動 を,

欧 米 の行 動 科 学 理 論 に よ って 説 明 で きる 程 度 は常 に 問題 に な る。

米 国 か ら 日本 に導 入 さ れ た 組 織 コ.ミッ トメ ン トと い う概 念 は,Porterら の

尺 度 に代 表 され るが,こ れ は態 度 的 アプ ロー チ に 立つ 非 常 に積 極 的 ・能 動 的 な

態 度 を示 す もので あ る。 しか し日本 人 の 帰 属 意識 は単 純 に積 極 的 ・能 動 的 な も.

の だ と言 え る の だ ろ うか 。 例 えば,山 内 の 研 究[1993]で は フ リ ン ジ ・ベ ネ

フ ィ ッ トに よ る会 社 へ の 拘 束 が 指摘 さ れ て お り,谷 本[1992]の 研 究 で は 日本

的雇 用 ・評 価 シス テ ム に よ る半 ば 強 制 的 な 「会社 人 間へ の 自己 鋳 造 化 」 の 過程

が述 べ られ て い る。

リ ンカ ー ン[1990]は 日本 の 従 業 員 の規 律 と従 順 は,企 業 に対 す る コ ミッ ト

メ ン トと一 体 化 とい う個 人 作 業 者 の感 情 の 中 にで は な く,む し ろ経 営 者 や作 業
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グル.一プ や 共 同体 か ら の圧 力 に よ る もの で あ る可 能性 を指 摘 した。 彼 は極 度 に

高 い コ ミ ッ トメ ン トを 日本 人従 業 員 が 持 って い る と仮 定す る こ とは,経 済 の 中

の ご く一部 分 一→1え ば大 企 業 の男 性 社 員一 で しか 有効 で は な く,一 般 的 な

日本 の 労働 者 を正 確 に特 徴 づ け た も の に はな らな い と主張 して い る。

さ らに,米 国 で 開発 され た組 織 コ ミ ッ トメ ン トの 態 度 的 アプ ロー チ に は,態

度 と行 動 の 一 致,そ して そ の 両 者 に お け る態 度 の 優 越(態 度 が 行 動 に影 響 す

る)と い う暗 黙 の前 提 が あ る。 しか し,そ れ らの前 提 自体 が普 遍 的で ない 可 能

性 は な い の だ ろ うか 。 日置[1985]は 帰 属 と帰属 意識 そ の もの を 明確 に区 分 し

て 考 え る必 要 が あ り,「 行 動 と一し て の帰 属 と意 識 レベ ルの 帰 属 心 の乖 離 が あ り

うる 」 こ とを指 摘 してい る。

.Besser[1993]は,組 織 コ ミ ッ.トメ ン トを行 動 的 な もの と態 度 的 な もの に.分

離 して考 え る必 要 が あ る と主 張 して い る。 日本 人労 働 者 の高 度 に コ ミ ッ トさ れ

た行 動(低 い欠 勤 率,離 職 率 な ど)は,労 働 者 の組 織 にた いす る態 度 的 コ ミ ッ

トメ ン トに よ る も ので はな くて,作 業集 団,家 族,地 域 社 会 の 圧 力 か ら成 立す

る と した3}。

これ ら の指 摘 は 日本 人 の 場 合 に態 度 と行 動 の関 係 は米 国 で 普 通 に考 え られ る

.よ り直 接 的 で はな い とい う可 能性 を示 し,行 動 と態 度 が 完 全 に分 離 が 可 能 で あ

るか とい う問 題 は 残 る と しなが ら も,日 米 の 労 働 市 場 の構 造 の相 違 を考 え る と,

質 問 調査 法 を用 い て組 織 コ ミ ッ トメ ン トを測 定 す る場合 は,態 度 的 な側 面 を質

問 す るた め,ア メ リカ 人 の ほ うが 日本 人 よ り もそ の値 が高 くな って 当然 で あ る

こ とが わ か る。
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3.尺 度の問題

3)Bess㎝ は,日 本 の組織 が従業員の コ ミフトメ ン ト意識 と関係 な く従 業員の コ ミッ トされた行

動 を引 き起 こすか について,ア メ リカに進出 して いる トヨク工場セ のTeamWorkを 例 に して

研究 している。その中で挙げ られてい る,「 日本 ではた とえ病気で も他の同僚に迷惑 をか けない

ように出勤す ると言 う従業員が非常 に多い」 という調査結果か ら,日 本人の低い欠勤率が 決 して

従業員の コ ミットメン トのみか ら出る もので はない ということを示 した。

,型

鋼
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比 較 社 会 調査 に お い て,異 な る社 会 の問 で 認 知 的尺 度 の平 均 を比 較 す る場 合

の 分 析 は難 しい こ と は言 わ れ てい る(Milleretal.1981,リ ンカ ー ン1990)。 つ

ま り,あ る 国 で は特 定 の 概 念 の 指 標 と して 妥 当で あ り,信 頼 性 の 高 い 項 目で

あ って も,他 の 国で は そ うで ない か も しれ ない とい う障害 が 起 こ り うるか らで

あ る。

渡 辺 ・加 藤 ・藤 本[1995]は 項 目 反応 理 論(ltemResponseTheory)に よ

る項 目バ イ アス 分析 を用 い て,組 織 コ ミ ッ トメ ン トに 関す る 日米 比 較 の 結 果 を

質 問 項 目の 翻訳 等 価 性 の観 点 か ら再 検 討 して い る。 日本語 版 と英 語 版 の 組 織 コ

ミ ッ ト.メン ト尺 度 につ い て,Lincoln&Kalleberg[1990]の 調 査 デ ー タ を用 い

て 項 目バ イ ア スの吟 味 を行 っ た と ころ,6項 目 中4項 目 にバ イア スが 発 見 され,

バ イ ア スが な い項 目だ け用 い た 日米 比 較 で は殆 ど差 が な い とい う結 果 を提 出 し

て い る。 これ は 国 際比 較 の方 法 論 にお いて 非 常 に重 要 な指 摘 で あ り,国 際 比 較

で の異 な る文 化 と言 語 に対 応 した 質問 方 式 を開.発す る必 要性 を提 起 す る もの で

あ る。

4.サ ンプりングの問題

最後の問題は,比 較の対象 となる母集団を真に代表するサ ンプリングを行う

ているかという問題である。特に国際比較研究では,国 内での研究以一.ヒにサン

プリングは難 しい。比較の代表性を維持するサンプリングの方法としては,①

ランダムになるべ く数多くの対象を抽出して行 う大量測定,② で きるかぎ り

同質性が高い産業や会社から,な るべ く数多 くのサンプリングを行い,そ の対

応関係を調査する方法がある。統計的に最も望ましいサンプリング方法はラン.

ダム抽出による大量測定であるが,会 社の規模や産業における地域差や社会状

況のバイアスに対処する工夫が必要であるし,経 済的コス トもかなり高い。

従って,多 くの研究は第2番 めの方法を取 り,で きる限りの変数をコントロー

ル.している。この方法はその代表性 にはやや問題を抱えているが,そ の結果の

信憑性は比較的高い。
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しか し,第2番 目 の方 法 を取 って い る花 田 ら[1980]の 調 査 は,.そ の対 象 が

日本企 業 と海外 の 日系 企 業 の勤 労 者 の 比 較 で あ って,タ イ,イ ン ドネ シ ア,そ

して シ ンガ ポ ー ル企 業 の従 業 員 比 較 で は ない 。 同 じ く渡辺[1989]の 調査 の対

象 も,ア メ リカ に進 出 して い る 日系 自動 車企 業 に お け る,日 本 人 トレー ナー と

.アメ リカ 人 トレ一 二 ー の組 織 コ ミ ッ トメ ン ト比 較 で あ って,そ の結 果 を 日米 の

国 際 比 較 と して み る こ とに は 限界 が あ る。Luthansetal.[1985]の 調 査 対 象 は

同 じ職 業 の 従 業 員 で あ るが,サ ンプ リ ン グの 数 にお い て差 が大 き く,ア メ リカ

が1,181人 で あ るの に 日本 の場 合176人 で しか ない た め そ の公 平 性 と代 表 性 が 問

わ れ る。

第2期 に お こな わ れ た組 織 コ ミ ッ ト.メン トの 国 際 比 較 の うち,サ ンプ リ ング

に慎 重 に対 処 した調 査 はLincoln&Kallebergの 調 査[1990]だ けで あ る。 彼

等 はサ ン プ リング の 変 数 を 二つ の地 域,七 つ の業 種 に絞 って,サ ンプ ル の数 も

そ れ ぞ れ3千 人 以 上 の 大規 模 の比 較 調 査 で あ った 。 しか し,彼 等 が 使 っ た六 つ

の 項 目の うち4つ は 渡辺 に よ っ て翻 訳 等 価 性 にバ イ ア.スが あ る こ とが指 摘 され

て い る。

以上のように,ア メリカ組織コミットメン ト理論の日本での検証の不足や,

帰属意識に関する両国の社会文化的状況や認知の差異は,米 国組織 コミットメ

ント理論をそのまま日本人の帰属意識の説明原理として適用することを難 しく.

する。さらに,測 定尺度やサンプリングの側面から検討してみると,日 本人の

組織コミットメントがアメリカ人より低いという結果の信憑性もよわい。

これ らの分析結果はこれからの組織帰属意識の研究に二つの課題を提示する。

一つは日本における組織コ.ミットメントモデルの検証である。組織コミットメ

ント理論自体が欧米の方法論的個人主義にもとづいているので,異 なる文化や

価値をもつ 日本人の組織帰属意識を説明するには無理があると思われる。.しか

し,そ の実証研究はまだ成されていない。もう一つは,日 本人の組織帰属意識

のメカニズムに関する研究である。日本人の組織帰属意識は日本的経営の支え
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の一つであるとしばしば言われているが,日 本的組織帰属意識に焦点をおいた

研究は少ない。

次に,上 に述べた二つの課題のうち.二 つ目の課憲を中心にしなボ ら現象学

的社会学に由来する概念である自他分節を用いて,日 本人の組織帰属意識や帰

属意識における社会文化的影響の分析を試みる。

●
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